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昭和30~40年代にみられた
大阪市におけるごみ処理の変動
j里If.処分地に着目して
波江彰彦
1 はじめに
l 
+稿では、第一次世界大戦以降に大阪diのごみ1)処理がみせたノ泣動の
側面について記したい。明治以降の近代化に伴って発展・変容してきたご
み処理の全体的な流れについてはすでに報告しているため(波江2008、
2009)、ここではその中でも大きな変動がみられた附和:10-40年代のごみ
処既について具体的な事例を取り卜げながら説明したい。特に、この時期
のごみ処用において重要な役割を果たしながらも、同時にさまざまな問題
を引き起こした担立処分地に着目する。
戦後復興期を過ぎて高度経済成長期へと突入していく昭和30年代以降、
牛産・消費という経済活動が急成長し、工業別地や交通・流通緋jなどのイ
ン7ラ整備がd色、ピソチで進められたc こうしたいわゆる「動脈系」の活動
が進展するに伴って、その訓産物である「老廃物J (ごみ・下水 深境汚
染物質など)も必然的に増加した J こうした「老廃物」を処理するいわゆ
る「静脈系」の活動 施設は、環境の包理や「動脈系」前副Jの持続的発展
に不可欠である。しかLながら、経済成長優先の社会においては「静脈系」
活動・施設は正安視されず、その卜さらに、焼却場や埋立処分地といった
ごみ処用関連施設などは:'-IIMBy2)胞設として人々から拒絶された。また、
「静脈系」活動・施設の不|分さや不適切さによって、域境は管理される
2 
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どころかダメージを受けるケースもみうけられた。本稿では、「静脈系」
の 1 つであるごみ処珂活動・施設の分析を通じて、 An;fD30~40年代におけ
る部dif;境管J唱の具体的様相の一端を示すことができると考える。
2.ごみ排出・処理の概況
まず、材高で取り上げる町{和30~40年代のごみ処理が置かれた状況を理
解するために、その前段階である戦後直後の時期を含めたH円相20~40咋代
のごみ排出についてみておくコ図 lは、この時期におけるごみ総排出量と
I人当たりごみ排出量を示したものである e 1919 (昭和21)年度から1955
(昭布130)年度までは 1人吋たりごみ排出量がほぼ横ばいであり、ごみ総
排出量の地)JUは人円の増加にM:じたものであったことがうかがえるロその
後、 l人当たりごみjJflI¥量が増加し始め、尚度終済成長期に突入する1960
(昭和35)午l支から第 次オイルショックの前年である1971(昭和16) 午
度まで、ごみ総排出量・ 1人当たりごみ排出量ともに右肩上がりで急激に
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図2 大阪市におけるごみ処理内訳の推移(1945-1974年足)
正 194.)~ 19.) 1年は l、 12月の年次集計 c その仙は肥料飼料利回、圧縮処理などである c
資料 「大阪市統計己 (各年IWJをもとに作成。
増加した。 10年あまりのあいだに総呈で 3倍以卜に膨れ上がったごみは、
大阪市のごみ処県を苦境に追い込むこととなった。
では、このように急増したごみはどのように処即されたのだろうか。図
2 に、昭和20~40年代におけるごみ処理内訳の推移を示す。ごみ処理の主
要なh法は直接焼却と直接聞立であり、ごみの焼却処理が再開された1948
(附干U23)年度から1956(附和311年度までは直接焼却が2割、直接j里立
が7割とほぼ一定してザ移していたc この時期にみられるその他の処珂は
売却や飼料としての利用である c 1957 (昭和321午反以降、 l古按焼却処即
半は 時上昇するが、その後10%前後に低下する。急増するごみに焼却処
理が追いつかなかったのである。 1966(昭和41)年度以降になると直接焼
却処理率はコンスタントに50%を起えるようになり、ごみ処理における焼
却と埋立の役割は1止転した。
ごみの焼却処用についてもう少し具体的にみていきたいじ戦後、大阪di
は焼却処理を再開したが、これは戦前に建設された焼却炉を 部復1して
f 
行われたの。 1935(昭和10)年度には排出ごみの76.3%1)を処理した能}J
をもっ施設であったが、復旧時点ですでに老朽化しており、また一部施設
は戦時中に軍事転用されたり 5)ダメージを受けたりしたので、多くの処坪
能力は望めなかった。こうした施設では将来的なごみの増加に対応できな
いことを見越Lていた大阪diは、昭和3C年代に入ってすぐにごみ処理に新
たな技術を導入しようとする動きをみせたじ
それは、デ・ロール式焼却炉の導入であるロデ・ロール式焼却炉の技術
的特徴や大阪市による導入過程については清人(1988・371-395)が詳しし
ここでは簡申にまとめておきたし、c デ・ロール式焼却炉はスイスのフォ
ン・ロ ル社が開発した当時の最新焼却炉であり、 19日(昭和29)年にベ
ルンで第 サ炉が建設されたコ 24時間連続運転が可能な機械炉(全連続式
機械炉)であり、排挫はコントロールされ、焼却熱を利)1した発電もでき
るという特徴を有していた. 1 H 8時間運転の間欠炉で、人力によるごみ
の投入や焼却残灰のかきnlしを要し、株主IJな煤開問題を引き起こしていた
大阪，[i(に限らず日本全体)で使われていた焼却炉(固定式パッチ炉)と
比べれば能力の差は歴然としていた。
1956 (昭和31)年の時点ですでに大阪市はデ・ロール式焼却炉について
術究を開始しており、フォン・ロールtlと文書で質問などのやりとりを交
わしていた。橋本政実大阪市助役は、 ITJ年10月からの欧米視祭の際にベル
ンの焼却施設を訪れている6) しかし、フォン・ロール社からは日本(大
阪di!のごみ質やごみ燃焼実験に関する詳細なデータを要求され、交渉は
なかなかjfi捗Lなかった7J。市内部でもヨーロソパとのごみ質の違いや高
価な建設費を理由にデ ロール式焼却炉導人に慎重な意見がみられたが、
大阪市衛生州究所を中心にごみ質の分析を続け、長期的視点からみたデ・
ロール式焼却炉の経済的優位怜を主張した(波1960)
その後、 1959(昭和31)年3月のdj会においてデ ロール式焼却炉の導
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人は決議された。しかし、導入の実現はさらに難航した口、li初は代理l占を
通じた単純輸入の予定であったが、フォン ロー ル干lは技術盗凶を恐れ、
合弁会社をH本に設立した卜での技術保護・提携契約を要求したため、契
約締結が遅れたお)。また、建設予定地とされた西淀川区大和田地区では反
対運動が起きたu そこで住民は、凶iA川区は低地帯で発展が遅れているか
らごみ焼却場よりも性宅や丈化施設を建設してもらいたいことや、焼却場
へごみを運搬する車両の通行により交通事伯が思化することなどを，.張し
た91。こうしたことなどが原|大!となって、当初は1962(附和37)咋12月を
予定していたデ・ロール式焼却炉をもっ焼却施設(西淀工場)の竣工は、
1965 (昭和10)年6月までずれ込むこととなった10)じ
デ・ロール式焼却炉の導入に費やした昭和30年代の10年間に、大阪市は
戦IJlJから使川している老行化した焼却炉の 1伎一郎運転を実施Lたり、
1959 (町i和34)年8月に急逮同定式パソチ炉をもっ焼却場を新設したりし
たが、附2が示すようにd色、増するごみに対応しされるものではなかった。
1963 (昭和3創作 2月、大阪J!jは住吉工場(現住之江工場)を完成させた。
これは、デ ロール式焼却炉の導入が難航したため国並メーカに発注して
急ピッチで建設した、日木初の全連続式焼却炉をもっ施設であった(溝入
1988・400-404;大阪市環境局2009・129)"rf{和40年代に人ると、大阪市
は次々と企連続式焼却角Iをもっ清掃工場を完成させていき、焼却処用を中
心とするごみ処用体制を確立していった。
3.ごみの埋立処分
焼却処理が思うように推進されなかったこともあって、 D~干U30年代まで
の大阪市のごみ処叫では埋立処分が中心的な役割を果たしていたcしかし、
これはけっしてIJJi日並満帆に行われていたわけではなく、特に戦後復興が
段落して都J!J化が進行した昭和30年代にはごみの担立処分をめぐるさまさ
6 
まな問題が頗発したc 以卜では、まず昭和20~40年代におけるI唱す処分地
の分布にみられる特徴を示した十で、ごみのj里¥r処分が引き起こした問題
について具体的な事例を挙げながらみていく。
(1)埋立処分地の分布
図3に、 1948(昭和23) ~1974 (昭和49)年度に大阪市が設定した埋立
処分地の分布とその時期別11)の内訳を析す12)。昭和20年代には、市内の
周縁部に多くの埋立処分地が設定されたコこの時期に関しては地形別にみ
た設定数のデータが筏されており、池が29.2%、i凸とjRJ血がそれぞれ
21.3%、仮湿地が18.C必などとなっている(大阪di清掃局1959a: 30)仁
また、終戦直後には爆撃跡や戦災跡もごみで坦め立てられていたようであ
る(大阪市環境局2009:128)0C)里有地も、コ~凶年前までですと、不川
でHつ危険な沼、低源地などをなくし、千j主主な土地に更正するというので
大変よろこばれていたJU)という記述があるように、ごみの埋立処分は土
地の造成という役割も有していた。
昭和20年代に設定された主要な担立処分地は、柴谷処分地と南港処分地
であるつ柴谷処分地は1949(昭和24)年7月に性吉|メ(現性之江|メ)にあっ
た火柴庫跡を買収して設定したもので(大阪市清掃局1959a: 15)、1964
(RR初39)年8月まで約15{:ド聞にわたって使用された。南港処分地は南港
(住吉区、現住之江区)の埋立造成地区の 部使用を港湾同から前日jされ
て設定したもので、 1951(昭和29)年から使用を開始している(大阪dj清
掃局1959a: 15)。
昭和20年代には市内において比較的容易に限立川地がみつかり、市有の
広大な埋立処分地を有していたこともあって、ごみの埋立処分は安定的に
行われていたが、昭和30年代に入るとごみの埋立処分を取り巻く状況は厳
Lくなったυ都市化のj並行に伴ってdi内は網干評化し、埋立用地は少なくなっ
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阿3 大阪市の設;ιによる押す処分地の分布と時期別設記数
i土 '1 J政区は1974(昭和49)年7月に訂われた叫編以前のもの (2区じデータは作時期に設
忘されたJ[j!.¥'j処分地の散をあらわしており、持時期ぴ〉柏市教ではないc
資料 人阪市消掃局 環境事業局の 『事業概要J¥各年度以)、よ阪市治拐局(1~F;9a : 28-29)、
r37{1以降即v処分地明細表J (大阪市公ぇ』曲所蔵 処分地事楽関係占預(問自12イl
庄肱) 帯情整理詐号 (X)u747:-l7 こ収録)、 rRfj租42年度処分地調につい亡 l、「焼却
時浮ω処分地の設疋について」、「地品j時きい巾也;F地の設疋について」、「此花区拡島
人9刊の瓜Jてにりいて{回答)J (以 l 、大~di公丈占館所戯 r処分地事業|刻係占組{昭
和43年l主版)) 帯情移列砕サ ぽXl74736=に収録)をもとに作成。
た。また、 1955 (昭和30) 年から全同的に「蚊とはえのいない生活」運
動14)が展開され住民の潔境衛生志識が高まったことで、 ft虫・悪臭・汚
水が発生する埋立処分地の不衛生な状態に苦情が相次ぐようになり、埋立
用地の確保は閃難を極めるようになった(大阪市清掃局1959a: 1')-16)。
さらに、市有の2大地立処分地のうち、 )fj浴処分地は港湾造成計幽との関
係で1958(R(何日33)年10月に使同が中止された(大阪市環境局2009: 144)。
もう Iつの柴谷処分地も、当初は1959(昭和311午度中に使用終了の予定
であった(大阪di清掃局1959a: 18)。ごみ排出量の増加も相まって、担
8 
てえ処分地の不足は深刻であり、大阪市は市外にまでI唱す処分地の伴保に奔
走したれ|火13で示すように、町i和30年代に大阪市が設定したj弔立処分地の
45.4%が市外に分布してしミるコまた、市内では、 1955(Ri1;fD30)年に市域
に編入し、比較的埋立用地が残されていたIU6町村地域15)に多くの埋立
処分地が設定されたc
しかし、性民が埋立処分地を忌避する傾向は強まる hであり、また、
次節でがすように県責処分地ではさまざまな問題が生じ、昭和40年代には
もはや市の内外を問わず埋立処分地の設定は困難となった。この時期に市
外で設定された埋立処分地の使用期間は数日聞から数か月間と初期間であ
る。 di内における埋立処分地は、港湾部や海而にシフト Lていったυ1973
(昭和48)年12月からは北港処分地(瓜在の鉾洲)の使用が開始され、 1977
(D討1'U52)年度以降ごみの開立はこの処分地にほぼ元化されたc また、
収集ごみの直接j弔すは減少し、よ里If処分地は焼却残灰や不燃ごみを受け入
れる、焼却処fII!の補完的な役割へと変化していった。
(2)埋立処分地をめぐる問題
ここではまず、筆者がみいだすことのできた県¥f処分地をめぐる問題の
具体的事例をいくつか列挙し、その後それらの特徴について整理したいc
(!)1956刊行和31)年 5月に設定したJヒ摂山間部の埋立処分地に閲して、
ごみ輸送車両の走行による交通渋滞や道路破損、ハエや汚水の発生に対す
る苦情がみられた。道路補修や薬剤散布なと、の対策を行ったが、住民の反
対が強く、 1957 (昭和32)年 6月に使用が中止された(大阪市清掃局
1959a・21)c 
(2、南港処分地の設定に対し、 トラック搬人路沿いの住民が反対した。住
民はごみ輸送車両の通行による交通渋滞やハエの飛来などを危似した(大
阪dJ.清掃局1959a: 22)。さらに、 1931(昭和26)年 6月、住 III区長大
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阪性吉漁業協同組合から漁業柿償を求める陳情書が提出されたっその中で
は、処分地からの汚水による海洋汚染によって漁獲量が減少したと主張し
た16)c この1tについて、大阪市消掃局(1959a 目 z)では「・・・水質検査
を行うで宇その対策に努めてなんとか述常を継続することが山来たc これは
たまたま同処分地がdi有地であったから、強行出来たもので、民有地埋立
であればその続行は全く不可能であったと臣、われる」という記述がみられ
る。
③1956 (n{f和31)年4月に設定された河内、ド野の埋立処分地では、現実
にはきしたる被告はみられなかったむしかし、埋立による土地造成が土地
利用者を利する反而、付近住民がハエや悪臭に耐えなければならないこと
に対する反対感情が強く、同年自月に使用が巾 l卜された(大阪市清掃局
1959a : 22-23)。
l注ある衛星都市のj里If.処分地は、地下の要望によりj里立計幽を進めたが、
当該都市当局のj'解を得られなかったことで埋立がィ、可能になった。地土
仰lは大阪diのん量のごみによる埋立で初期間に土地造成が終わることを希
望したが、ごみ処分に背慮していた勺局側は大阪diのごみ持ち込みを遠慮
してほしいという意向であった(大阪市清掃局1959a: 23)ロ
956 (D{f和31)年5月に使別開始された南河内郡、ド尾村(現堺市)の
干尾峠処分地に闘し、干尾村長から陳情書が1¥された仁その中では、処分
地は制人的交渉によって設定されたもので、大阪diは村の了解なくごみを
搬入していると抗議した。処分地付近は交通の要所で民家に近く、ハエの
発生・米襲に岡っており、また、村は性民からの背情に子を焼いていると
1.張している。これに対し、大阪市清掃局側は村長と面接して円頭でf解
を得たとしている17)
l玄1957(昭和32)午4月5日に使用開始された南河内部北八下村(現松
原dj)の高見のFJ1.処分地に閃L陳情存が出されたU ここは住宅建設用地と
10 
して情性者がI目加していた地域であり、性民 |ロjは大阪市に対しハエ・恋
史発牛への善処を陳情した"1 iJ年5月21Hに使Mが中止された出)。
(z)1957刊行和32)年7月lOtIに柴谷処分地中止の陳情書が(I¥された。処
分地付近の工事関係者から、ハエや蚊の発生が甚だしく、従業員から数名
の伝染病(疑似1H刊)患者が発生したという主張がなされたcこれに対し、
大阪市清掃局側は「現存柴谷処分地はハエの発生も少く、処分地の経営も
従米よりよくなっており、陳情吉に記載のハエ、蚊は、環境衛生のよくな
い、飯l品附近に発生したものと忠われる」としている191
C~~埋立処分地からの汚水が流入し、 1 ， 200rrlの稲作地の 3 分の 2 が収穫
特無となる事故や、また、別の場所では1，500rrlにわたり白の根付けが不
良になるという事故が発生したじ思臭や飛じんの発生もひどく、住民の猛
烈!な反対に遭い、 I唱すは途中で中止されたc 具体的な場所については記述
されていない(大阪市清掃局1959b: :1-4)。
l亙1964刊行和39)年8月19tI 、柴谷処分地で火災が発生したコ約 5時間
半後に鎮火したc 自然発火であると判断された20)。
海11968(ug和43)年3月16円、南港処分地(2 I天)でガス中毒事故が発
牛したっ処分地内の排水溝清掃中にメタンガスを吸い込んだことによるも
ので、作業員 1名が一時意識不明になった21)。
l泣1968刊行和43)年11月17tI 、南港処分地(2区)で火災が光生したc
円然発火によるもので、一週間以上にわたって燃え続けた21。
必南港処分地(2区)の延長使用をめぐって清掃局と南港を所管する港
湾局との民重なる交渉が行われた口市港造成日|山との関係から、1初は1967
(D討1'U42)年度末に使川終f予定であったIHffi2 Iえは、 Jlj!V:処分地の不足
や焼却施設の操業の遅れを理山に、清婦局が港湾局に何度も南港212<:の延
長使用を巾し入れ、結同1975(昭和501午度末まで使用が延長された231
さて、 J1!!立処分地をめぐる問題について、大阪di清掃局 (1959a: 19-20) 
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では2つに分けて原i大|を与察している。 1つめは「環境衛牛上より」であ
り、ごみ輸送車両の走行による交通渋滞や飛じんの発生、ごみの飛散、ハ
エなどの合虫や悪央の光生、有機物を含有する汚水による溝純水や井戸水
の汚染などを挙げ、「この危険は山来る限りの措置と努力を持ってしでも
最少限度は必ず遭遇を避けられない性格を持っているものである」として
いる。
2つめは「木市の特殊事情より」で、狭小な面積や人口調密化により市
内のみならず大阪府 l、全域で埋立別地が少ないことや、大阪市周辺の街思
都diでも処分地小込の悩みは同様であり、各J!j結束して大阪J!iのごみの搬
入防止を図っているため協力を得ることが困難となっていることを挙げて
いる。この後、「部分は、ごみの搬入元である大阪市と搬入:じである白治体
というステークホルダ間の干Ij者対立と換百することができょうっ
これを参与にして上記の具体的事例を整理すると、 (4'と以外は環境衛
生卜の問題をみいだすことができるc ハエや悪央といったH常生活への悪
影響から、交通渋滞などの生活環境の患化、農地や漁場の環境汚染、広範
囲に及ぶ公害まで問題の形態はさまざまである。害虫・忠臭の発生や汚水
の浸 I引は、 J~水上手を施しごみのt申立と設上を交T/.に行う衛牛 I唱す
(sani tary landfill)が実施されていなかったことに原同があるのまた、
ごみ輸送車両の走行による生活環境の悪化は、埋立処分地が縁辺地に設定
されがちであり、そこまでの道路整備が十分ではなかったことも背景に
あった。そして、当時のjlj[立処分地ではメタンガス対策はほとんと1丁われ
ておらず、いったん火がついてしまうと可燃性のごみの山全体に 気に燃
え広がった口
次に、ステークホルダ聞のflj台対立については、也〉・・⑤が該当する。
大阪J!iがdi外に埋立処分地を設定する場合、それはほぼ必然的に私有地に
なるため、十地所有者を介在することとなる J したがって、利害対立の構
12 
造は、大阪市とごみを持ち込まれる目治体とのー者間対If.ではなく、上地
保イす者という第三者を巻き込んだ対烹構造となるc 見守処分地を碓保でき
る大阪市と土地造成を進めることができる土地保ィ当者の双方の利主主は一致
するが、埋立処分地を奪われ、大阪diが持ち込むごみに起因する害虫発生
等の問題に対処しなければならない自治体にとってはMの利益もなく、対
立が生じて、円然であるロ
さらに、大阪市清掃局(1959a: 19-20)が小す上記の 2つの原休|のほ
かに、もう 1つの原|大|も#えられるcそれは、 Ij1::の事例にみられるように、
dJの他部同あるいは他プロジェクトから受ける制限である}埋立処分地の
確保に苦慮する清掃局にとって、 di有地である広大な南港造成地区は貴重
な埋立用地であり、 lポに支障が生じるとして再 使用中止を通達してき
た港湾局を担Iiし切るかたちで){<]港2μ処分地の使川を続けたc しかし、先
に述べたように、 1954(IJ(HU2例年に使!+Jを開始した南港処分地は、 1益湾
造成計阿との関係でわずか4年間あまりで使用中止となり、昭和30年代に
おけるごみ処J唱が苦境に立たされるー要因となった。
4.むすびにかえて
凶積が狭小で単くから都市化が進んでいた大阪市にとって、膨大に生み
n¥されるごみは、衛生出からみても滅容化するという観点からも焼却処坪
することが最善であることは別I1であった。そのことは大阪diも早い段階
で理解していて焼却処理を推し進めようとしたのであるが、デ・ロール式
焼却炉を導入する先進的な取り組みはなかなか実を結ばず、また、想定以
上にごみが増加したため、 i唱If.処分に頼らさるをえない状況が続いた。大
阪市のごみ処叫にとってHH和30年代は、 J'I!想と現実とのギャ yプを埋めよ
うと昔しんだ時期だったといえる。放直すればごみで街巾があふれかえっ
てLまう状況を考えれば、当時の清掃従事者は最大限の努力を尽くしたと
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思われるが、都市環境を管理するために行われたはずのごみ処理は、都市
環境にさまざまなダメージを与え、また、都市聞のコンフリクトを如いた。
都市環境の管照にごみ処叫がィ、可欠であることはいうまでもないが、当時
はそのことが正当に計官1されず、さらに、技術的な未熟さや小適切な処置
がごみ処理の立場をより悪化させたυ こう Lた而でも理想、とJ!実との
ギャップに背Lんだと考えられる。
最後に、本稿で提がした時期以後( 部昭和40年代を含む)の大阪市に
おけるごみ処到の展l調について筒中に触れておきたい仁戦前から使則され
てきた本津川・寝岸川両焼却l場は1965(昭和10)午8月に廃止された。 19，9
(昭和3，1)年8!'Jに新設された凶定式パッチ炉をもっ焼却場も1972(昭和
47)年3月に庵l卜された。 点、 1963(昭和38)年2月の性山 l今場の竣 l
から1980(昭和，，5)年7月までの17年同に、大阪市は全連続式機械炉をも
っ10の清掃工場をう己成させた(大阪市環境局2009:145-148)。その結果と
して、 1960年代後半に50%台であったごみの直接焼却ネは、 1980年代に
は80%台にまで達するようになった24)。他方、ごみの埋立処分に閲して
は、 1986(昭和61)年民に舞洲の北港処分地の利用がほぼ終了し、代わっ
て北港)fj地|メ(夢洲)の利川が開始されたc また、 1992(平成4)年10月
以降大阪市はフェニックス計幽25)による処分場へのごみ搬入をl用給して
いる26)
現在の大阪diにおけるごみ処用も、いくつかの変化はみられたものの、
全述続式機械炉でできるだけごみを焼却処理し、焼却残!火等を海而処分場
に 元的に埋め立てるという体制であり、 1980(昭事15') 年頃に確立Lた
ものと大まかにみれば変わらないロすなわち、現在の大阪市におけるごみ
処叫体制は、 R({和30年代初凶に構想され、町河口30年代末になってそれが具
現化し始め、昭和50午代までにほぼ完成形になったといえる。
11 
〉主
1 )本稿で刷いる「こーみ」は、 般廃棄物からし尿を除いた家挺系ごみおよび
事業系ごみを指しており、産業廃棄物は対象としていない。廃車物のR分に
ついては環境省 12008: 1801 を参照。
Z) "not in my b出 kyard"の略語であり、必要性は認めるが近所にはお断り
という考え方態度を意味する。
31191RI昭和2:1)年 l月に寝犀川部 抗ー凶 l場 (193:1r昭和島1年)、|司令下
3}Jに木洋川第三工場 (1929L昭和 4J年九 H149(KR和24)年4月に木沖川
約四 l場(1929[昭和 4J年)、 1951(昭和26)年5月に本体川市六 l場(1934
[昭和 9J年)および寝屋川第 工場 (1929[昭和ぺ]年)、 1957(昭和:12I
年 3)1に寝阿川第二工場 (1929[附和 4J年)をそれぞれ復11している v 弁
l 場末尾の折弧内は l場の完成年。大阪市環境町(引)09: Hl-1H)を参l出ι
41 λ|涯市統副官 によるじ
5) 1944 (昭和19)年、木津川筋 ・抗 l 場は単の指小により造船会社に貸
ラされた (k以市環境対日川9: 11: . 0 
6) rHTI和 l一年度通常予算に悶する大阪lIi会常任委員会会議室む 440-441頁乃
7) rU~和 十年度通常下首に関する大阪市会常任委員会会議録J512-513.FL， 
8 ) 昭和三 l五年度泊常予算に悶する大阪市会常任委員会会議録J 482頁ハ
9) rUfH日 十/，年出:通常予算に閑『る大阪市会常任委員会会議録J484-483H c， 
10) H本における本格的な外国炉の第 弓であった(清人1988:3821 
11)時期の設定方法はいろいろ考えられるが、本稿では単純にun和2C・30・40
字下代に区分したι 波i"l: (2川8) では異なった時期設定をfj-っている。
12)資料の lつである大阪市公丈舎館所蔵の公文書の 部は、プライパシ一保
護の観k-!、から閲覧の不許可・申IJIlt!を受けたっそのため、ここで小した埋立処
分地のデータは、現時点で筆省が!~怪しているものである。
13) r公聴課だより 多いゴミの昔情 二五婦の“声"を中心に 」げ大阪人』
1 (10) :犯 :13、1957)のお同じ
14) 第二次11:界大戦後、日本j脳炎・赤痢・!貼チフスなどの流行が契機となって
「蚊とはえの駆除」が大きく取り上げられ、 1950(昭和25)年以枠各県にモ
デル地Rが設けられ、コミュニティ活動によってこの事業が推進された こ
うした運動の衆回的展開を図るため、 1955(問干n30)年6月、附議了解によっ
て「蚊とはえのいない牛前」運動は開始されたv 原牛省 (1956) を参H(L
15)北河内部次田町(当時の城東区に編入)、中河内部長吉村・瓜破村 矢田村
加主主H (_~~Sの*性市区に編人)、巾河内郡巽日J (当時の生野区に編入1，
161 rじんかい処埋場(南港処分地)整備}jの陳情についてJ (よ阪市公立古劃
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所蔵 。処分地半業関係官類 (Hi1:fn30~31年度1" [簿冊鞍埋番サ 00146147: 
に収録)。
171'干尾峠処分地に刻寸る抗議合についてJ (人阪市公士宮自{所蔵 。処分地閃
係書類(昭和30~31年度)J [簿1整理番号 00146147Jに収録九
18) r日見の弔処分地の持処10些請についてJ (太阪市公丈古自l所蔵 『処分地問
係官類(昭和32年度)J [簿冊毒事l亘書サ:00146148Jに収録)。
191 '柴谷処分地中 I卜方の陳情についてJ (大阪市公ぇ西館所蔵 r処分地関係省
絹(昭和32年度)，L符冊整理香0-: 00146148 に収鋭)
20) ごみの[11がもえだLたJ (r大阪人J 18(10)・4-8、1964)の4頁。
21) r南港処分地のガス中毒事故についてJ (太阪市公凡古船所蔵 『処分地事業
悶係書類(問手n42i!二度に:簿冊整J型番廿 00074737J (こ~)(録)
22) r 時~i荏処分地の火災についてJ (大以市公主卦館所蔵 T処分J血事業関係省矧
(町相43年度)， LI中冊整埋番)]-: 00074-T:lGJに収鉛)
23) 臨海造成地区のj且立処分地提供の申 L人れについて」、「臨海造成地区の迎
、7処分地提供のけ!し人れについて(回答)J、「南港 21メ処分地の続続f史肘につ
いて(依頼)J (以 l、大阪lIi公文書館所蔵 r処分地事業関係書類(昭和42年度)J
「簿冊盆理骨号:0007173ilに収録)、 rl-*j港2区処分地の継続使旧について(同
等1J (1968 LHR利143J年 7)J 3 8決裁)、「市港 2区処分地。〉緋続使用につい
て(依頼)J (1969 [昭和44J年 l月27日決裁)、 南港 2li処分地の継続仙川
について(回答)J (HHi9 昭和'1J年2月山H決裁)、「南港2ド処分地の締
紘使用について(依煩)J (1969 [間利44J年3刀13日決裁) (以|、大阪di公
丈当館所成 T処分地事業関係省知 (ITf1和13年度)_ r簿附~型昌二写 0007.17:16 
に収録)、「市港 2区処分地の続続使用について([UJ答)J、「甫港(z区)処分
地の使ilJ期限につい亡J(以上、大阪市公丈書館刈戯 r処分地事業関係書煩(昭
和44年度)，L簿冊整J!番D-山)0747:J5Jに収録)。
24) 大ー阪lIi統副書』によるc
25) フェニックス"十山とは、大都市岡における胤業物の広域最終処分計山であ
り、東'"湾および大阪湾に広域の海面舵終処分場を専整備Lょうとするもので
ある(占野20031，.
26) A阪市環境事業崩 。事業概要，(拝年度版)を参照
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SUMMARY 
正~hangcs of白>ld"，rastc Disposal in Osaka Clty from 1955加 1974
Focuslng on Landfills 
17 
Akihiko NAMIE 
This study aimed to show a1 aspect of the changes of solid waste 
disposal in Osaka City from 1955 to 1974， especially locusing on landfils 
In Osaka City， solid waste discarded from households， establishments 
and shops increased enormously in the period of rapid economic growth 
Although the city government planned to promote incineration of solid 
waste just after it re-started incineration in 1948， solid waste disposal in 
the city had to depend on landfils until around 1965. Incinerators in the 
口tyfailed to dispose of increasing weights of solid waste adequately， and 
the city government spent a long time to introduce the latest incineration 
plant at that time. Thus， the口tygovernment had to find land日lIsavailable 
both inside and outside the citv area 
The city government made landfils mainly in the peripheral areas of 
the city until around 1955. Places for landfils were available in the city， 
and landfils were sometimes required for leveling the lands at the time 
Since around 1955，日ndingplaces for landfils in the city became more and 
more dificult because of urbanization and growing protests against unsanitary 
1andfils. Consequently， the city government made a number of landfills 
outside the city area， however， these landfills also became targets for 
blame soon 
From the cases of problems regarding landfils， this study found three 
types of problems. First， unsanitary landfils caused environmental prob 
lems， which included plague of vermin like flies and mosquitoes， worsening 
life environment such as traffic congestion and risks caused by waste 
transporting vehicles， and harmful influences on agriculture and fishery 
because 01 effluents Irom landlils. Second， setting landlils 01 Osaka City 
outside the city area caused conflicts among stakeholders including the 
governments and landowners. Finally， landfill setting and use were 
18 
restricted dependent on the city's other divisions and projects like water 
古ontdevelopments 
Keywords : solid waste disposal， landfil， incineration， Os司自じity
